
加算税とは 

 加算税は、申告内容が誤っていたり、申

告しなかったり、仮装・隠蔽を行ったりし

た場合や、納税が遅れた場合に課されるペ

ナルティです。 

加算税の種類 

過少申告加算税：期限内申告について修正

申告・更正があった場合に課される。正当

な理由がある場合や更正を予知しない自主

的修正申告の場合は不適用。 

無申告加算税：①期限後申告・決定があっ

た場合②期限後申告・決定について、修正

申告・更正があった場合に課される。正当

な理由がある場合や法定申告期限から 1 月

以内にされた一定の期限後申告の場合は不

適用。更正・決定を予知しない自主的修正

申告・期限後申告の場合は課税割合が軽減

される。 

不納付加算税：法定納期限後に納付・納税

の告知があった場合に課される。正当な理

由がある場合や法定納期限から 1 月以内に

された一定の期限後の納付の場合は不適用。

納税の告知を予知しない法定納期限後の自

主的納付の場合課税割合が軽減される。 

重加算税：仮装隠蔽があった場合課される。

とても重い課税割合（過少・不納付 35％、

無申告 40％）。 

無申告加算税の割合の増加 

 令和 5 年度税制改正では、社会通念に照

らして申告義務を認識していなかったとは

言い難い規模の高額無申告について、納税

額が 300 万円を超える部分のペナルティと

して、無申告加算税の割合が従来の 20％か

ら 30％に引き上げられることになりました。 

納税額 50 万円

以下 

50～ 300

万円 

300 万円

超 

改正前 15％ 20％ 

改正後 15％ 20％ 30％ 

※納税者の責めに帰すべき事由がない場合、

30％の適用は除外 

繰り返し無申告の加重措置の見直し 

 改正前は過去 5 年以内に無申告加算税が

課されていた場合、無申告加算税の割合を

10％加重する措置が取られていましたが、

これでは複数年無申告だった場合で、今回

が初めての無申告加算税適用だったという

ような「意図的に無申告を繰り返すケース」

に対応できなかったため、過去 2 年間連続

して無申告加算税等が課される事例に対し

て、加重措置が取られるように改正されま

す。 
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無申告加算税の割合増加と 

繰り返し無申告への対策改正 

令和6年1月1日以

後、法定申告期限が

到来する国税につ

いて適用です。 
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